
広報　常陸大宮　　　　平成２４年４月号１６

　平成２４年２月２８日に開催された平成２４年第１回茨城県後期高齢者医療広域連合議会定例会において、平成２４年
度及び平成２５年度の後期高齢者医療保険料率及び賦課限度額が決定されました。
　後期高齢者医療制度では、公費が約５割、現役世代からの支援金が約４割、被保険者の後期高齢者医療保険料
が約１割を負担することにより、被保険者が受ける医療に係る給付等を行っています。

平成２２・２３年度（参考）平成２４・２５年度

３７，４６２円３９，５００円均 等 割 額
保　険　料

７．６０％８．００％所 得 割 率

５０万円５５万円保険料の賦課限度額（上限額）

�保険料率（均等割額・所得割率）は、都道府県単位で計算され、２年ごとに見直されます。

・平成２０年度から２２年度までの茨城県における被
保険者一人当たり医療給付費の平均増加率が約
３．４％で、医療給付費が増加傾向にある。

・国が定める後期高齢者負担率※１が１０．２６％（平成
２２・２３年度）から１０．５１％（平成２４・２５年度）に
上昇した。

※２　賦課のもととなる金額　＝　総所得金額等※３　－　基礎控除３３万円
※３　総所得金額等とは、前年の収入から必要経費（公的年金控除額や給与所得控除額など）を差し引いたもので、社

会保険料控除、配偶者控除などの各種所得控除前の金額です。なお、遺族年金や障害年金は、収入に含みません。

　平成２４年度及び平成２５年度においても、従来の保険料額の軽減措置が継続されます。
　そのため、所得の少ない方（世帯）や後期高齢者医療制度に加入する前に会社などの健康保険の被扶養者だっ
た方は、引き続き、保険料均等割額及び所得割額が軽減されます。

均等割額の軽減割合世帯（被保険者と世帯主）の総所得金額等が次の場合

　９割３３万円を超えない世帯で、被保険者全員が年金収入８０万円以下の世帯（※その他各種所得がない場合）

８．５割３３万円を超えない世帯

　５割３３万円＋「２４．５万円×世帯の被保険者数（被保険者である世帯主を除く）」を超えない世帯

　２割３３万円＋「３５万円×世帯の被保険者数」を超えない世帯

�問い合わせ�

　保険料の計算について　茨城県後期高齢者医療広域連合　事業課　�０２９－３０９－１２１３

　保険料の納付について　税務徴収課　市民税グループ　　　　　　�５２－１１１１（内線２３２）
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＜保険料均等割額の軽減の例＞

※１　後期高齢者負担率は、被保険者が負担する保険料が医療給付費等の費用に占
める割合です。世代間負担の公平性の観点から、若年人口の減少に応じて、
後期高齢者負担率（保険料の負担割合）が上昇する仕組みとなっています。

１年間の保険料額

（１００円未満切捨て）

均等割額

３９，５００円

所得割額

（賦課のもととなる金額） ※２

×　８．００％
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